









































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































違反した者に対する使用者の請求が認められるか否かについては、その前提として、雇用関係の終了後に競業避止義務を定める競業禁止特約の有効性が、いかなる場合 認められるのかが最も問題とな ところ、会社の技術的秘密を知る被用者の退職後における競業行為を禁止する旨の特約の有効性について、 裁判所として正面から見据えて取り組んだ主要な裁判例としては、すでにフオセコ・ジヤパン・リミテイド・不正競業行為禁止仮処分命令事件判決
(7)がある。裁判所は本
件判決におい 独自の「合理性」基準を定立して、右の問題の解 に向けて、道筋をつけた。その判示内容は次の通りである。すなわち、 「被用者 対し、退職後特定 職業につくことを禁ずる わゆる競業禁止の特約は経済的弱者である被用者から生計の道を奪い、そ 生存を脅かす虞があると同時に被用者 職業選択の自由を制限し、又競争 制限による不当な独占の発 る虞等を伴うからその特約締結につき合理的な事情の存在することの立証 な ときは一応営業の自由に対する干渉とみなされ、特にその特約が単に競争者の排除 抑制を目的 場合 は 公序良俗 反し無効であることは明らかである。 」と述べ 競業 制限が合理的範囲を超え、債権者（従業員）ら 職業選択の自由等 不当に拘束し、同人の生存を脅かす場合には、その制限は、公序良俗に反し無効となることは言うまでもな が こうした合理的範囲を確定するに当たっては、制限 期間 場所的範囲、制限 対象とな 種 範囲、代償の有無等につい 債権者（会
12 
 




り、労働者の職業選択の自由を制限しても特約は有効であり得るというものである。こう 競業禁止特約の有効性については、 「合理性」の基準のもとに、合理 な制限の範囲内か否か、その合理的範囲の確定に関心が払われる。右のフオセコ・ジヤパン・リミテイド事件判決 みる競 禁止特約の有効性判断の枠組みにおけ 「合理性」なる基準は、一般的基準としてはともかく、抽象的・相対的な基準であり、 「基準 呼べるも かどうか別として その後の同種の事案の判断でも踏襲されてきたところである。
 
とは言うものの、右判決のいう合理的な制限の範囲にとどまっている限り、労働者の職業選択の自由を制限しても特約
は有効であり得るという判例法理のもとで、問題 されるべきは、いかなる場合に合理性が認められ かである。こ 点について、裁判例は、特約等について無効 解するもの
(9)と、有効であると解するもの
（10）に分かれてきた。こうして、




る重要な契約手法としての競業禁止特約の有効性の判断枠組みにおける合理性判断について「不確実性」の問題を伴うならば、 使用者は被用者との間でいかなる特約を締結すべきかが不明確なままであり、 労使双方とも不安定な状態 置かれ
13 
 















性質、両義務 相互関係、競業避止義務について使用者の正当な利益、労働者 退職前の地位、競業を禁止され 期間・地域・対象、使用者による代償措置 有無とその内容等について、議論がなされてきた
(13)。しかし、被用者の退職後の










家精神に基づいたイノベーション 促進 方向で見直しを行うことが求められているように思われる。 今後はこうした目的に沿う形で被用者が転職あるいは起業をしやすい法的環境 整えながら 経済を活性化させたり、経済 持つ潜在力を引き出したり、その可能性を広げることが課題とな 。この点について、イノベーションは、わが国の経済成長の源であって、被用者が転職あるいは起業がしにくいような は、イノベーションが生まれにくい法的環境であると言えよう。
 
思うに、雇用関係の終了後の競業禁止特約は 革新に意欲的な被用者のイノベーションを脅かす事態を孕むだけではな













































投資意欲を削ぐだけでは く、 は本当にキー なる被用者らと 契約 おいて、競業禁止特約等を盛り込んだとしても、裁判所が実際に、そうした特約を強制 、被用者らが 関係に立つことを妨げら るのかは、使用者にとって確信を持てないのである。一方 、被用者は、高額な訴訟費用を恐れるあまり、転職や起業を躊躇する可能性
 
こうして、 アメリカにおいても、 競業禁止特約についての 「不確実性」 の問題は広く認識されてきたところである
(17) 。


















における、とりわけ、競争の激しい業界の多く 使用者は、こうした規定は伝統的な雇用関係の終了後の競業禁止特約に比べて、強制可能性の点で より信頼に足るものであることを見越し 、キーに る被用者との契約 ガーデン・リーヴ条項を盛り込んできたところ ある。しかしながら アメリカの裁判所は ガーデン・リーヴ条項 正当性に関していかなる判断 下すのか、必ずしも、定 ではない。そこで
リーヴ条項を強制すべきかど






















































































































































ると解されている（菅野和夫『労働法〔十版〕 』 （弘文堂、二〇一三年）九三頁、等。しかし、不正競争防止法のもとでの「営業秘密」に該当しない秘密について、被用者の退職後も秘密保持義務が存続するか否かについては、解釈上の争いがある。被用者の退職後は、当然に秘密保持義務を負うものではなく、被用者の退職後は、秘密保持義務を根拠づける特別の定めが必要である（水町勇一郎『労働法〔第四版〕 』 有斐閣、二〇一二年〕一三
―三二頁、等） 。退職後の秘密保持義務等を定め















員をひきつれて学習塾を退職し、その近くに新たな学習塾を開校し、講師の大半をひき抜くとともに、生徒の多くを入会させた行為は就業規則上の就業避止義務に違反し、損害賠償を免れないとされた事例〕 、チェスコム秘書センター事件・東京地判平五・一・二八判時一四六九号九三頁〔電話転送器を利用して秘書代行業を営む会社の従業員が、退職後に同種 業務営んだことが労働契約上の債務不履行に該当す とされた事例〕 日本コンベンションサービス事件・大阪高判平一〇・五・二九労 七四五号四 頁〔退職した従 員が 同種の事業を営む新 社を設立したことにより会社の社会的、経済的信用が減少し、四〇〇万円の損害が生じたとして、新会社の設立に際し、忠実義務ないし誠実義務に違反して従業員の移籍の勧誘などを行った元取締役支社長および支社次長に対する損害賠償請求が、原審の判断を変更して認められた事例〕 。これらの裁判例に対して 中部機械製作所事件・金沢地判昭四三・三・二七判時五二二号八三頁〔製品開発の 迎えられた技術部設計課長の契約関係が請負でなく雇用とさ 、 退職した右課長に競業避止義務がないとして、 損害賠償請求が棄却された事例〕 、港ゼミナール事件・大阪地判平一・一 ・五判タ七四六 一八一頁〔学習塾のもと講師が、同塾の講師数名を雇って 至近距離において別の学習塾を開設し、営業行為を行っ ことが 不法行為に該当しないとされた事例〕 西部商 事件・福岡地裁小倉支部判平六・四・一 判一三六〇号四八頁、五四頁〔退職後の 業へ 就職を禁止する競業避止契約は有効に成立しているが、同業への就職及びそこでの営業活動が競 避止契約の債務不履行 当たることを理由に損害賠償を求める請求は理由がないとされた事例〕 、等がある。
 
（６）東京リーガルマインド事件（東京地決平七・一〇・一六労判六九〇号七五頁）においては、退職後の競業避止義務の約定に


























被用者の退職後 競業避止義務をめぐる議論ついては 山口俊夫「労働者の競業避止義務―とくに労働 法律関係について―」石井照久先生追悼論集『労働法の諸問題』 （勁草書房 一九七四年）四〇九頁、拙稿「労働者の退職後における競業禁止に関する契約」中川淳先生還暦祝賀論集『民事責任の現代的課題』 （世界思想社 九 九年） 四二頁。小畑史子「退職した労働者の競業規制」ジュリ一〇六六号（一九九五年） 一 頁、土田道夫「 働市場の流動化をめぐる法律問
25 
 
題（上） 」ジュリ一〇四〇号（一九九四年）五三頁、川田琢之「競業避止義務」講座二一世紀（四巻）一三三頁、岩村正彦「競業避止義務」角田邦重ほか編『労働法の争点〔第三版〕 』 （二〇〇四年）一四七頁、土田道夫「競業避止義務と守秘義務の関係について―労働法と知的財産法の交錯―
」中嶋士元也先生還暦記念論集『労働関係法の現代的展開』 （信山社、二〇〇四年）










































































































LE: The Business Fallout from the Rapid Obsolescenceand Plannned Obsolescence of 



















an, Bargaining for Loyalty in the Information Age: A Reconsideration of the Role of Substantive 
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re Fired ! And Don’
t Forget Your Non-Compete...:The Enforceability of Restrictive 

































































































   










































































covenant not to com
pete）は、雇用関係においてますます重要な位置を占めるようになってきたにもか












までも各事案の具体的な事実関係を中心として、競業禁止特約の分析検討を行ってきたところである。 かし がら、裁判所が具体的なケースにおいて事実関係に即して 断すべきことは言うまでもないが、 ある競業禁止特約をめぐる紛争の解決が裁判所に持ち込まれた場合に、裁判の前提として確定されるべき事実について、個々の裁判官によって事実そのものに対する評価に違いが出てくる可能性がある。例えば、会社と被用者との間で競業禁止特約が結ばれたとしても、雇用関係 終了後の競業制限の期間、対象地域、制限の対象 される活動範囲、 い ような事実の見方 違いを典型例として、裁判所 よって事実そのものの解釈が異なるという事態が起こりうる。
 
 




























restraint of trade） 」という二つの異なった法分野が交錯している。また、右の競業禁止特約は、二つの基本的



















































に対する制限はコモン・ローにおいて、それ自体法 に、 「当然 （






すなわち、 イギリスにおいては１６世紀から１７世紀にかけて、 まさ 徒弟制度が経済全般にゆきわたっていた。 実際、






























































































































































































て被告は、セント・アンドリュース・ホー ボーン市において原告 パン屋を売却した。そ 際 、売却の条件として、
36 
 



























     
 
右に述べたほか、さらに、本件裁判官は、契約自由の法理の重要性を認めた。すなわち、 「人は、熟慮のうえ 、自ら







    























伝統的ルールは、維持される一方で、裁判所は、当該事案の諸般の事情に基づいて、当事者が競業禁止特約の有効性を立証することを許してきた。そして、こうした 断基準のもとで、一見し 取引を制限するとみられる契約が支持 のかどうかを判断する際に 裁判所は、当該合意の背景に 何か重要な経済的ま は事業上の目的があるのかどうかや、当該契約に拘束力を与える適切な約因を有する かどうか ついて、判断す ことが求められた であ 。そして、裁判所は、 当該契約が適切な約因に基づくだけで なく 経済的および事業上 目的を有するな ば、 諸般の事情、 とりわけ、当該合意がなされたときの諸事情からみて、当該同意の諸条件 合理的であるかどうかについて判断を下すわけであ 。
 



























    
 
いずれにせよ、雇用関係の終了後の制限特約の拡大は、イギリスにおける伝統的な徒弟という身分制度から 約制度へ



























2）。 この点について、 とりわけ、 何が変化したのかと言えば、
「合理性 （
reasonableness） 」
について、分析検討する際 要素に焦点が当 られたことである。すでに述べたように、ミッチェル事件判決では、当該競争制限の「合理性」を審査する際の基準として、一部分は、約因の存在がよりどころとされた。し がって 適切な約因の存在が証明されないならば 裁判所は、少なくとも理論的には、当該競争制限を法的に強制しな ように思える。しかしながら、イギリス社会において資本主義がより発達し 契約原則に対して、より一層注目が向けられるに従って、裁判所は、 必ずしも厳格とは言えないような より柔軟 要件を採用するようにな い た。 す わち こ 点について当該契約それ自体に実際に約因があるのかどうかということではなく、当該契約が、全体として、公正かつ合理的なものかどうかということ 、重要 なったのである。
 






























































1）。 すなわち、 この国の貴族院 （
H
ouse of Lords）























































































































































































































































  しかしながら、アメリカにおける州および連邦レベルの裁判所における の取り組みには、不十分
なところが二三みられる。 まず、 第一に、 州レベルの裁判所と連邦レベルの裁判所の取り組みは、 きわめて対照的である。第二に、各州レベルの裁判所での取り組みが異なることによって、使用者企業と被用者と 間の雇用契約が、果たして有効かどうかについて、一定の予測不確実性は避けられない。第三に、すでに述べたようなコモン・ロー上の取り組みを行う諸州の間でも 当該ルー を適用する裁判官に依存せざ を得ないわけであって、さまざまな裁判所の分析検討 結には、予測不確実性を伴う。その結果とし 、同じ州内 おいても予測可能性が低く、当該競業禁止特約が審理される裁判所の裁判官の判断に依存するところが大きい。 さ 、こうした理由 らも 裁判所には より一層一貫した厳格な取り組みが求められるところである。
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lick, supra note 2. at 364. 
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右のように、本件控訴院は 使用者が当該契約の有効期間中は本件被用者 給与の支払を継続する予定である いう理由に基づいて、以前には裁判上の履行強制 不可能と考えられていたことを強制する判断を下したのである。そして、裁判所が法的判断をなすさいに焦点を移行したことは、イギリスにおける雇用法の劇的な変化をあらわすものである、とされる（
9）。このようにして、裁判所はイヴニ
ング・スタンダード社事件判決において、原告会社が契約上定められた予告期間















































そして、本件裁判所は結局のところ、エクイティに基づく差止命令を認容しなかった。もし仮 被 が 残存する十


















































































件控訴院民事部は、雇用契約上明示的に、契約の有効期間中、被用者は他 のために働くこと 許され としても ガーデン・リーヴを用いることによっ のみ 被用者が競業他社のために働かないようにすることができ 旨判示し のである。本 の考え方は、すでに述べたプロビデント・フィナ シャル・グループ社事件判決においてとられた立場
65 
 



























































ぐって、確実性が増すにしたがって、競業他社へ転職することから企業の保護を図ろうとする使用者は、企業にとって枢要な被用者との間の契約中 、そうした条項を盛り込むことが普通 なっ き と言われる。
 
 
しかしながら、 その一方で、 ガーデン・リーヴの法理の働きの限界が認識されるようになり、 イギリスの裁判所は近年、
ガーデン・リーヴ条項 乱用の可能性について関心を向けてきた。 なわち、まず、裁判所は、予告期間中 競争相手企業での就労を禁止する明示の規定 あることによ 差止命令を認容 傾向にある。次に、裁判所は 被用者 就労請求権と 関係で、 とくに 被用者 、 自己の技能や経験 維持する めに就労を要求する場合に であれ使用者が仕事を与える義務を進んで読み込んできた される。 さら 長期間 わたる予告期間 求める条項に対しては、取引制限の法理












 急速に進む技術革新と労働力の流動性の高まりの中で、企業は、トレード・シークレットなどの秘密情報の社外流出への対応が求められてきたところである。しかしながら、わが国における競業避止契約の履行強制をめぐる不確実性の高まりという現状にかんがみて、使用者は、専門的分野に優れた能力を発揮す 、企業にとって枢要な被用者との雇用契約中に競業避止契約に代えて、 ガーデン・リーヴ条項を盛り込むことは可能であろうか。 とりわけ、 労使関係において当事者が、オール・オア・ナッシングの処理を避けて、中間的な歩みよ を求めてガーデン・リー
ヴのような特約を結びうるか。も







に対して、よりバランスを取っているか 見える。が しかし企業の退職によって使用者に真の脅威を与えるような被用者のみをガーデン・リーヴ状態に置くこと 許され であろう。この契約条項自体は、もともと被用者が不必要に長期間にわたって労働から排除されるものではなく、しかも
競業が制限されている期間中、被用者に発生した損害の補填をは

















であり、イギリス法にとり入れられてきた。そして、この法理の発展により、イギリスの使用者はわが国の使用者に比べて、手厚い保護を受けているかに見える。しかしながら うした考え方をわが国にと 入れ ことについては 法理上いくつかの難点を抱えている。まず、この法理は、競業他社のために働くこと 制限されている期間中、被用者に 給与などが全額支払われる一方で、労働は強制されないとはいえ、使用者 トレード・シークレット ど 秘密情報を保護するため、それを知りうる立場にある被用者 職務から排除し 、自宅待機を可能にするものであり、こうした法理 、何よりも、わが国の憲法第二二条において保障された労働者の職業選択の自由
(転職の自由
)を侵害するおそれがあると同時
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来から、競業禁止条項そのものに疑念を抱くとともに 退 被用者が競業他社へ転職するこ を妨げること 消極的な態度をとってきたところであ
る（
3）。そして、こうした競業禁止条項に対する裁判例の傾向は、被用者の退職によって生じる






































































密情報流出の危険性から企業自らの利益 守る めの一つの対応措置として 競業禁止条項を用いてき
た（
9）。使用者と被













1）。 そして、 使用者がこうした競業禁止条項を用いるのには、 明確な理由がある。




科される場合を除いて 奴隷的拘束およびその意 反する苦役を禁止 いるからである。このような憲法上の根拠により、裁判所は、雇用契約のような個人的労務提供契約 ついては特定履行（
specific perform
ance）を命じることはでき
























































べて、知識 情報に乏しく、被用者には選択の余地が少ないのである。第三に、競業禁止条項は、労働の自由の理念に反するものであって、裁判所は、競業禁止条項に対して疑いの目をもって取り扱ってきたのは、労働の自由の理念を守ることに、アメリカ自身が強い関心を払ってきたから 。すなわち、労働の自由 念は、南北戦争以降 アメリカという国家の性格形成におい 重要な役割を果たしてきた。労働の自由 理念によって、すべ の市民 自己 を支配し、それから利益を享受する権利 持つことが保障され 奴隷的拘束、その意 反する苦役 黒人法
（
Black Code）





















































































































































































































































































































































週間、前記他社において就労し と ても、原告会社 なんら深刻 被害 被らない あろうと認定されたか である。原告会社と とが競業関係にあろうと 他社における被告の職務は、原告会社において被告が就いていた地位とは
93 
 


































































































る法理は、依然として、裁判例を通じて発展しつづけている。もとより 使用者は 秘密情報を身 付けた企業にとって枢要な被用者との間の契約にガーデン・リーヴ条項が置かれ、それ 上 履行を強制されること 期待 寄せてる。しかし、枢要な被用者が競業他社において働くために退社する際に、使用者が、自らの利益の保護 確実なものにす
96 
 
























































































に、ガーデン・リーヴ条項は、労働者の生計を営む権利を妨げるものではない。すなわち、競業禁止条項は、被用者が生計を営む権利を奪うものであるという批判は、直ちにガーデン・リーヴ条項に当てはまるものではないとされる。ガーデン・リーヴ条項の基本的要素の一つ 被用 が競業他社のために働くことを制限される期間中、給与 全額および諸便益が与えられる旨定められること 。この点について、前述したプロビデント・ファイナンシャル・グループ社事件においてテーラ （
Taylor）裁判官は、次のように述べている。すなわち、 「本件被告は、制限を受ける当年の一二月三




















益である、 という使用者側の確信に近いものがあるとされる。 すなわち、 たとえ被用者が競業他社に転職を決める際にも、自社を守ることができるということを確信して、使用者は財産的に価値のある秘密情報を被用者にさらしたり 顧客と関係を築くことを認める傾向にある。そして、そうした秘密情報や技能は、被用者や転職先の使 の両方にとって後々に有益なものとなり得 。さらに、ガーデン・リーヴ条項 有効期間を限定することによって、その裁判上の履行を強制しても独占を促進することにはな ないであろう される。こ 点、一定期間競業を制限されたとしても、被用者にはその期間中は給与が全額支給され ので、被用者が身に付けた知識、情報は、競業他社 転職するか、同業他社を立ち上げるかはともかくとして、 被用者が当該市場において自己 技能や鍛錬したものを用いる新たな機会を求めることを実際 奨励し得る される。
 
第三に、ガーデン・リーヴ条項は、必ずしも労使の不平等な交渉力の差によるものではないとされる。すなわち、競業























て、使用者は、自らの事業を守る絶対的な必要性が り、被用者の退職によって る可能性のある損害 最小限にする必要がある期間に限って、こうした対応措置に依存 る傾向にある。その結果として、交渉力 弱い立場にある被用者が使用者より優位な立場に立つ いうことは い される。使用者は
の枠の中で制限に対する経済的な




























































をはかろうとする取り決めではある なわち、ガーデン・リーヴ条項は、企業のトレード・シークレットなどの秘密情報を保護する必要のある使用者に保護を与え 一方で 被用者を不必要に長く労働から排除することなく、しかも、競業を制限されてい 期間中、給与などを補償するものである。
 
もし仮に、ガーデン・リーヴの法理がアメリカにおいて、司法上も承認され 受け入れられるならば、雇用関係の終了
















体的に自らの職業キャ アを形成、維持、向上させ、自らの 力、適性、意欲 即して自己実現を図る機会を奪うおそれがある。第二に、およそ契約関係においては何ほどかの力関係が働く はやむを得ないが、被用者自らに合法的な仕事または営業に携わらせない いう労使の取り め 労使 交渉力の差による産物にほか らないと考え 。第三に、この法理は、競争 制限による不当な独占を生むおそれを伴うものである。そうした競争制限は、競争を通じて自由主義経済の市場機能が維持されるために 可欠な、有能な労働者の移動と知識・情報の流通を妨げる危険をはらんでいる。
 
ちなみに、イギリスにおいては近年、ガーデン・リ ヴ条項の濫用に対して注目が集められるところとなってきた。す

























止請求は、職業選択の自由を直接制限し 濫用のおそれがあ ことに鑑みると、当該競業行為により使用者が営業上の利益を現に侵害され、または侵害される具体的なおそれがある場合に限り許されると解すべきである」として、差止請求の要件を詳しく述べた後に、 「
Y1（監査役であるとともに従業員）に対する仮処分申立については、被保全権利（差止請求権）が存在せず、また
Y2（代
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となる被 らに引抜き禁止契約の署名を求め 一方で、アメリカの裁判所はどのようにして、右のような契約に強制力を持たせ のかを知ることは、喫緊の課題であるとされる。しかしながら、被用者引抜き禁止契約は、使用者企業に保護を与える一方で、 以前の被用者に対して引抜き 行わないという義務を負わせるものであるがゆえに、 アメリカの裁判所、とりわけケンタッキー州裁判所は、右契約に拘束力を持たせることには消極的な態度を取り得るところである
（３）
。した

















関係に基づいて決められることは言うまでもない。しかしながら、アメリカ お いくつかの州裁判所は 右
 





































ことができる、いくつかの制限的特約がある。こうした契約的保護措置は、大きく二つの類型に分けられる。すなわち、被用者が以前の使用者企業と直接に競争することを妨げる競業禁止契約と、 被用者が以前に働いていた企業の被用者または顧客を勧誘したり、引抜 こ を禁止する引抜き禁止契約である。伝統的な競業禁止契約によると、一般的に、雇 関係の終了後に、被用者は 一定の地域において一定の期間、以前の使用者企業の事業と競争関係に立つような具体的な活動を行わないものとされる。こうした競業禁止契約とは異なって、引抜き禁止契約による 、以前の被用者が競争相手企業のところで働くことは別段制限を受けるものではない。が、右契約によると、被用者また 顧客、あるいは被用者と顧客の双方の勧誘、引抜きが禁止されるのが、その典型例である
（９）
。とりわけ、顧客引抜き禁止特約は、退職した被用者
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さらに、 は、効力を持たず、当該顧客との接触は不適切ではな こと ら、不法な侵害であ いう使用者企業の主張は、使用者の顧客と接触し 引抜きを行う、以前の被用者に対して成り立たない ことであった
（
43）。し



































は雇用契約に付随する制限的特約 強制するに当たり、実務的には 法的拘束力 ないとはいえ リステイトメントをより所とする傾向 あるということである。
 

































































































て無効とする に消極的な態度を取る。この点、エマージェンシー・フィジシャンズ・アソシエーション対アワー・レディ・オブ・ザ・レイク・リージョナル・メディカル・センター事件は、ある病院がエマージェンシ ・フィジシャンズ・アソシエーションのパートナーらを引抜かない旨の合意が された規定、すなわち、当該契約の期間中 救急室で医療を行うためのパ トナーシップについて争われた事案 る
（
65）。これに対して、同州控訴裁判所の判示によれば、当該








































めに合理的な方法であるとみられることから、取引制限についての伝統的なコモン・ロー もとで有 である という立場がとられたことである
（
73）。すなわち、本件裁判所の指摘によれば、当該制限は、以前の被用者の職業活動をいくら




























いだけではなく、 当該被用者に不当な制限を課すものでもなく、 社会公共 有害 もの はない らば、 合理的とされる。また、そうした結果になるように 裁判所には、雇用契約を修正する権限が与えられる。
 
 
























の利益という第三の要件を満たしている、ということであった。当該特定の産業は極めて競争的であり、当該特約を強制することは、 当該産業 おける事業競争に悪影響を及ぼすか、 ある は社会公共を害 るものではないからである
（
83）。




































































































ないが、裁判所は同州において、当該使用者企業と当該被用者との相異なる利益の比較衡量を上手くやり遂げているとされる。また 同州裁判所は、契約について範囲を狭く絞り込んで作られることや、使用者企業の利益保護の必要性を超えないことを求める一方で、被用者に対する不当な制限や、公正な競争という社会公共の利益を重視するところである。こうした同州裁判所の取り組み方は、 制限的特約に対するケンタッキー州裁判所 取り組みにおいても支持が得られるように思われる。また、取引を制限する契約を制定法上禁止される州として、ルイジアナ州裁判所が、法的判断を下す際に動機づけとなる諸要因に着目す ことも有益であろう
（
95）。すなわち、同州裁判所の指摘によれば、競業禁止契約は、一













































































































































 従業員の就業規則上の競業避止義務違反の例として、東京学習協力会事件（東京地判・平二・四・一七労判五八一号七十頁）参照。ちなみに、退職後の元被用者の競業行為について、不法行為の成否が問題となった近時の裁判例に、サクセスほか（三佳テック）事件（最一小判平二二・三・二五労判一〇〇五号五頁）がある。最高裁判所は本件において、 「元従業員等の競 行為が、社会通念上自由競争の範囲を逸脱 た違法な態様で元雇用者の顧客を奪取したとみられるような場合には、その行為は元雇用者に対する不法行為に当たるというべきである」とした。 、本件競業行為は、社会通念上自由競争の範囲を逸脱した違法なものということはできないとして、不法行為の成立は、否定された。
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ト事 判決を適用し 競業禁止条項 それ自体無効と判断してき
た（
9）。もちろん、こうした判決の考え方は、論理的帰結





































































































































とするものもあれば、解 を考慮 要素としないものまであ 。まず第一に 前記ラオ事件判決は、使用者の行為が不誠実か否かを検討する
ほかの裁判例と同様に、契約終了について理由があるか否かを区別することで、当然無効の法理






















から守り、合法的な理由に対してだけ解雇は許される。すなわち、 「当該被用者の資質やそれに関わる理由、あるいは当該被用者の本来の職務を適切 遂行することができない」 ことであるとされ
る（
2

















では、問題が解決さ るも ではない。それは、裁判所が検討すべき一つの要素であることは言うまでも いが、こう
156 
 




誠実さが、多 の 理由となるとは限らない。しかし、例えば、雇用契約 即時終了に近 よう 場合に、 当該労働者 及ぼす影響、 あるいは社会公共の利益のような、 そ ほ の要素が考慮され べきか否かにつ は、定かではない。この点については 使 者の不誠実性をめぐ 裁判例からは明らかではな が 判例法全体からみ 、単に使用者の不誠実な態様 とどまらず、決定的 判定基準の一部をなすとは認め れないとし も、裁判所は進んでそのほかの要素を考慮するとされる。例えば 前記マックメナミー
事件判決においては、使用者の不誠実な態様の検討
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る。また、そこには多大の経済的価値を伴 こ が少なくないことから、被用者が企業在職中に仕事や経験の積み重ねによって身につけてきた最新 技術、知識、ノウハウなどは、企業の将来的価値そのものを左右する競争力の源泉となっている。とりわけ、企業が保有する多様 知識・情報の中でも 多額 資金と優秀な人材を投入 ことによって獲得された技術、 知識・情報が、 もし仮に特許申請されるならば、 特許が取得される可能性 ある革新的な 「営業秘密 （
trade 
secret） 」として認められるようなものである場合には、競争的立場にある他の企業との間の技術、知識・情報をめぐる
熾烈な競争に打ち勝つための 極めて強力な武器ともなり、そ を保有する企業に多大の利益をもたらすも であ
る（
2）。





























この点について、 「営業秘密」の保護は 人材の移動、雇用の流動化が加速す 今日、大手企業であるか、中小企業で
あるかを問わず、企業経営上の大きな課題となっ いる ころ、例えば、アメリカ 連邦控訴裁判所においては、退職被用者による企業の「営 秘密」であるトレード・シークレットの使用、開示を禁止する差止命令だけでは 不正行為（
m
isappropriation）を正すために十分ではないとされる場合、たとえ使用者（企業）と被用者との間で競業禁止契約が















































































（会社）が被用者のキャリア マネジメン するのでは く、被用者一人ひとりが主体的に自分自身の職業生活をマネジメントすることがますます重要となっている。とりわけ、アメリカにおける技術 一大集積地とされるシリコン・バレー （







テク産業では雇用の創出が繰り返される一方で、雇用調整も頻繁に行 れ 経済 グローバル化 情報技術 ＩＴ化によって、企業間競争が激化の一途をたどるにしたがって、専門分野に優 た能力を発揮する 材 対する需要の高まりは、被用者の転職や転社をさらに助長して く のと思わ る。技術や知識 会社で働いてい 被用者によって担
170 
 







































































































































































































ることによる利益がもたら れ ものである。すなわち、トレード・シークレットを保有す 使
用者（企業）は、被用






























































































































































































































































































































































































清涼飲料水業界の熾烈な競争がある。暫定的差止命令を得るために 、差止めを求め 当事者はトレード・シークレットのみならず、現実 または差し迫った不正行為があること 立証しなければならないところ、本件第一審の地方裁
判











































プレジデントとしてクエ カー社へ 転職の誘いをかけてきた。 被告はその際直ちに、 転職の勧誘には乗らなかったが、金銭の増額交渉は続け おり、この間、クエ カー社との交渉を会 には内密にしておいた。そして、
同年の一一月に、


























にした。もし競業他社が手に入れるならば、競業他社が次の事業展開を予測するのを許すような、高度な秘密と考えられる戦略プランを、ペプシコ社は、被告と同じような地位にあるマネージャーの助力を得ることによって、策定するであろう、ということであった。また、被告は、退職する前に、戦略プランの最新版を配布した会議に参加し おり、ペプシコ社は その会議で、リプトン社やオール・スポーツの生産ラインの将来計画について （例えば、香りづけやパッケージ・サイズを含めた）マーケティング戦略 情報 明らかにしていた。第二に、ペプシコ社によれ 同社の年次営業計画（
Annua1 0perating Plan
）はトレード・シークレットの一つであるということであった。同年次営業計画
では、 ペプシコ社が当該年度の全米レベルで計画実施を行う予定の戦術が示され、 財務目標やマーケティング・プラン、成長予測 当該年度の営業の変更が含まれていた。また 同年次営業計画には ど ようにして製品の価格 付けるか、すなわち価格構成（
pricing architectu2re）について重要かつ変動しやすい情報が含まれており、それには、全米での価







を立証した。これらのプラン は、同社が広告に特別資金を振り向けることを計画して る市場が示されていた。そして、同社は、被告がこれらのプランの内容を承知していたこと 証言により立証することができた。また、同社 小
188 
 


























裁判所は、本件問題について、 （トレード・シークレットの） 「現実のまたは差し迫った」 、すなわち、 「不可避的かつ
直接的な使用について高度な蓋然性（




































































止されるべき限度ないし程度について境界 見定めること 極めて困難であり あるいは不可能な すらあろう。そのために裁判所がこの点 つい 不明確な判定を行う危険性を排除できない。こ 点、単に に対する不正行為の「見込み（
likelihood
） 」 、 「可能性（
possibility） 」 、 「疑い（
suspicion
） 」にすぎないような場合には、




































































































































































































ークレットの不正使用に対して訴えら 事案である。裁判所は本件において、不誠実さの徴候 ついて触れている。本件二人の被告 うちの一人だけ 競業禁止契約に署名していたにすぎないが、裁判所の見解では、それらはとくに区別されなかった。本件被告らは 原告会社のトレード・シークレットのい つかをすでに不正使用し 将来的にも積極的にそうするように思われた。これに対して、本件裁判所によれば 二人 被告の内の一人 コンピューター上で見つけられた記録には、原告会社のマージン つい の議論が含まれている、 いうことであった。また 同被告のコンピ
198 
 


































同法理は、ごくまれ 例 その適用 限定すべきであろう。同法理は、使用者（企業）が特定 ト ード・シークレットを保有する一方で、専門分野に優れた能力を発揮する被用者が
トレード・シークレットを開示せざるを得ないよう


















的思想の創作のうち高度のもの をその保護の対象にしてい から、まず、技術上の「営業秘密」の中に保護の対象と ないもの（例えば、技術的ノウハウ）がある。また、営業
上の情報は、すべて保護の対象になっていない。さらに、特許制度は、排他的




したがって、 持続的に成長発展を遂げる源泉として、 多数の知識、 情報を抱える企業が、 「営業秘密」 に対して厳格な管理を施し、















ねられて るため、一般的には公序良俗（民法第九〇条）に違反しない限り、 「営業秘密」の秘密保持義務、競業避止義務について契約することは自由である。が、しかし、これら 契約のうち、とくに競業避止契約をより所とする場合には 退職被用者の就業活動を直接的に制限するおそれがあるため、競業避止契約の有効性をめぐっては 競業の制限が合理的な範囲を超えないようにしなければな ない。この点、例えば、裁判所はフォセコ・ジャパン・リミテッド事件（奈良地判昭四五・十・二三判時六二四号、七八頁）において、 「制限 期間・場所 範囲・制限の対象となる職種の範囲・代償の有無などについて、会社側の利益（営業秘密の保護） 、退職する社員の不利益（転職・再就職の不自由および社会的利害（独占集中のおそれ それに伴う一般消費者の利害）の三つの視点に立って慎重に検討し ければならない」と判示した。他方、例えば 東京リーガルマインド事件判決（東京地判
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いう義務は、雇用関係の終了後も信義則上の義務として存続しうるという考え方（我妻栄『債権各論（中）二』 （有斐閣、一九六二年）五六八―五六九頁 後藤清『転職の自由と企業秘密の防衛』 （有斐閣、一九七四年）三三頁、盛岡一夫「営業秘密の保護」 『法律のひろば』四〇巻一一号（一九八七年）四二頁以下、拙稿「労働者 退職後における競業禁止に関する契約」中川淳先生還暦祝賀論集『民事責任の現代的課題』 （世界思想社、一九八九年）四四九頁以下、など）と、労働関係終了後は労働契約の付随義務としての秘密保持義務も終了すると解する見解（三島宗彦「労働者・使用者 権利義務」 『新 法講座七』 （日本労働法学会、一九六六年）一三九頁以下、山口俊夫「労働者の競業避止 務」石井照久先生追悼論集『労働法の諸問題』 （勁草書房、一九七四年）四〇九頁、和田肇「労働市場 流動化と労働者 守秘義務 『ジュリスト』九六二号（一九九〇年）五二頁以下、川田琢之「競業避止義務」 『講座
21世紀の労働法
(4)』 （日本労働法学会、二〇〇〇年）三三頁、土田道夫「競業避止義務と秘密保持義務の関係につ
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Id. at 104. 
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Id. at 105. 情報開示のおそれがある旨を判断する際に、いくつかの要因、例えば、会社や職務の類似性、被告がラテックス社のチ
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じように、原告の製造工程についてよく知っているということであった。
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護に必要な対応をとり、秘密情報に万全を期しており、これらの秘密情報の開示は被告会社にとって価値があ ものであり、原告会社に計り知れな 損害を与え であろうとした。
Id. at 432. 
(
64) 





判決では、被告がトレード・シークレットを開示することがラテックス社に利益をもたらす らば、そうするであろうという発言は、 「おそれ」として解釈することが可能な「不誠実」 いう結果になるということが認められた。しかし、本件裁判所は、原告会社が密接に関係するトレード・シ クレットが関わっている可能性を被告が認めるならば、被告は制限されていないモノの使用にとどめるであろうとした。すなわち、被告の誠実さ、つまり、意図された行為が不法あるいは以前の使用者に有害では と確信して行為することについて、裁判所は、 「おそれ」の可能性と言うより、被告がトレード・シークレットを開示することが不可避であることをより所とした。
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競業他社にトレード・シークレットを不可避的に開示することに るであろう ということを立証 た。よって、イリノイ州のトレード・シークレット法
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たな技術や考え方を取り入れて新たな価値を生み出すことを可能にするという意味も含む、イノベーション（革新）こそが大事である。 そうしたイノベーションを通じて起業が促される社会すなわちイノベーション社会を再構築するには何よりも多種多様で実践的かつ創造的な人材とスピーディな人材の移動が欠かせないと言える。換言すれば、かつての日本の企業組織のように上司からの指示を待って そ に従っていればよいのでは く、組織の共通の目標に向けてイノベーションに関わる関係者一人一人が不断 努力をすることが重要である。つまり、あまり成
長の望めないような、























競業禁止特約を取り巻く時代背景が大きく変化したにもかかわらず、 わが国の裁判所が二一世紀の今日において、 技 を持



















的財産権は、 日本の企業ひいては産業競争力の源泉であるところ、 特許権や著作権と同じように知的財産権として、 トレード・シークレットを保護する不正競争防止法において、 トレード・ シークレットを保有する使用者企業は、 退職被用者などにより、 自社の営業上の利益が害されるおそれがある場合には、 裁判所に差止請求の裁判を起こすほか、 緊急の必要がある場合には、 仮処分の申立により、 その不正行為を差し止めることができる（ 不正競争防止
法三条） 。 右不正競争防止法上の差止請求権は実
際上、 書面による競業禁止特約が結ばれて ないにもかかわらず、 あたかも裁判所により創り出され 競業禁止特約のごとく機能しないかと懸念され、 退職被用者の新たな起業に対して、 以前の使用者企業にトレード・ シークレットの不正取得など（ 同法二条一項四号ないし六号） という漠然とした非難を安易に許すことになりかねないのである。
 
 
ところで、 競業禁止特約は、 既存の企業がそのトレード・ シークレットなどを守るために裁判上強制が求められるわけであるが、
こうした契約的手法により被用者などの
移動に課される制限は、 ベ ンチャー起業の拡大を阻止することにより、 地域の経済全般
に損失をも らさないかどうかについては、 アメリカ合衆国（ 以下、 アメリカという） において、 すでに問題とされてきたところである。 そして、 こうした問題についてはアメリカにおいて、 近年、 多くの学者が、 それぞれの専門分野の立場から、 イノベ ーショ ン社会の成功に向け 研究がなされてきた。
 
 
他方、 わが国においては、 安倍新政権が発足して以降 国の政策として、 イノベ ショ ンを通じた経済成長が切実に求められる





そこで、 以下、 本稿においては、 アメリカにおける被用者の移動ルールの効用をめぐる学者の議論を踏まえ、 トレード・ シークレッ












アメリカにおいては、 技術を基盤とするビジネスが急拡大するに従っ て、 経済社会的環境が今日とは大きく異なる、 一九世紀
あるいはそれ以前の時代において作られた知的財産に関する法は、 再考を促されてきたところである。 すなわち、 かつての知的財産をめぐる諸ルールは、 イノベ ーショ ンを最も円滑に促進するものであるのかどうかや、 新たなアイディアを創造する被用者と、被用者のアイディアを具体的に結実させるために諸資源を提供する会社と 間で、 うまくバランスがとられているのかどうかに
つ
いて、 とりわけ法学者らによっ て問題とされてきたのである。 しかし、 右のような問題をめぐる議論は、 アメリカにおけるトレード・ シークレット の枠を超えた、 制限的な知的財産の ルールをめぐるより広い議論の一環としてなされてきたのであ
る（４）
。 この







glen） は、 情報のコ ントロ ールを中央集中化する傾向がある知的財
産に関する裁判例全体を批判す
る（５）












右のような学者の見解のほかに、 必ずしも一様ではないイノベ ーショ ン社会を規制する法的枠組みを比較検討することにより、
現行のトレード・ シークレットや競
争禁止のシステムの見直しに焦点を当てる見解がある。 すなわち、 アメリカにおいては、 次にみ





例えば、 アメリカ西海岸のカリフォルニ ア州のシリコ ン・ バレーとマ サチュ ーセッ ツ州のボストンのルート一二八号線沿いの地域の栄枯盛
衰について簡潔に歴史をふり返っ てみると、 今日、 シリコ ン・ バレ ーが世界のＩＴ産業の中心であることを疑う者は少ないであろう。
もと
より、 シリコ ン・ バレーは、 昔からずっ と活況を呈していたわけではない
。 しかし、 一九九〇年代の中頃までに、 シリコ ン・ バレーは、 イノベ
ーショ ン社会がより成功をみたところとし 、 その競争相手とされたボストンのルート一二八号線沿 地域をは かに凌駕したと言われる。 すなわち、 一九六〇年代以降、 シリコ ン・ バレーは 新たに起業する会社が増大する際に急速にネッ トワークを張りめぐらすうえで、 いわゆる孵化器（
incubator） の役割を果たしてきたのである。 一方、 シリコ ン・ バレーとは対照的に、 ボストンのルート一二八号
線沿いの地域はいくらか似通っ た 経験したとはいえ 従来 会社すなわち大企業
という固定化した観念に執着していたにすぎ
ない。 アメリカにおける右の二つの地域、 すなわち一方の地域は繁栄の道をたどり、 他方は衰退のやむなきに至るという現象に対して、二人の著名な学者 あ 、 スタンフォード大学のギルソン（
R
onaldG
ilson） とカリフォルニ ア大学バークレイ校のサクセニ アン（
A
nnalee 
Saxenian） は、 右の二つの地域において経済的な落差が生じた理由について、 別々に分析検討した結果を明らかにした。 そして、 両学者
が理由づけたところによると、 リコ ・ バレーの成功は、 技術を持っ た被用者が会
社から会社へ 移動するなかで、 自らが積み重ねてき





右のことにつ いて、 とりわけギルソンは、 一八七二年以来、 制定法により競業禁止特約が禁止されてきたカリフォルニ ア州と、 競業禁止特
約を容認するマ ッ サチュ ーセッ ツ州との間の法制上の違 に、 より明確に焦点を当てたのである。 そして、 同教授の主張によ と、 カリフォルニ ア州の制定法によ
り、 被用者らが容易に転々と職を変えることができることにより、 企業家精神に基づいて、 技術系の新興企業社会の
形成が促されるという、 おそらく意図し 結果がもたらされた ということであっ
た（８）
。 すなわち、 同教授は、 知的財産法の強化が経済
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成長の促進に必要であるという一般の通念に対して、 被用者の移動によっ てもたらされる知識・ 情報や経験の普及を説明するために、 「 知識・ 情報の拡散（
know
ledge spillovers） 」 という表現を用いて、 そうした知識・ 情報の拡散こそがシリコ ン・ バ レ ーの成功にとっ て必要不可欠な
ものである、 としたのであ
る（９）
。 換言すれば、 会社間において、 知識・ 情報をある程度共有する方が、 イノベ ーショ ンに拍車をかけるもので
あるとする。 イノべ ーショ ンは、 それを促進するインフラとは別に、 ほかから隔絶された孤立状態ではめっ たに起こるものではないからである（10）。
 
 











右のようなギルソン教授らの理論が正鵠を射るものであるとするならば、 その法的意味合い は極めて重要であると思われる。 すなわち、
アメリカ経済はますます知識・ 情報を基盤とした、 個々の被用者の知的才能が、 これまでよりもはるかに重要であることにつ いては、 ある意味で政治色を帯びたような見方を越えて、 おおか 意見の一致がみられるようであるからであ
る（1
2 ）。 そして、 仮に、 ある州
の裁判所が
イノベ ーショ ンの保護に名を借りて、 厳格な競争禁止やトレ ード・ シークレ ッ ト法を適用するならば それは、 総じて被用者と使用者企業の双方にとっ て有害であるとする。
 
 
すでに述べ た、 ギルソン教授またはサクセニ アン教授の見解に対しては、 これまで、 広範な反論はとくに公になされ こなかっ た。 とはいえ、
すべ ての学者が見解の一致をみているわけではない。 とりわけ、 競争禁止条項（
noncom
petitionclause） についてのギルソンの理論に対しては、
最も重要かつ 熟慮を重ねたものとし 、 ウッ ド
JasonW
ood）の見解がある。 すなわち、 ウッ ドの指摘によると、 ベ ンチャー資金に裏づけら
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4 ）。 と同時に、 ウッ ドも、 「 知識・ 情報の拡散」 によっ て経済的恩恵がもたらされるという、 より一般的な理論を受け入れてい
るように思われる。 つまり、 オース ティンのようなところの使用者企業は、 問題の期間中、 競争禁止条項を実際において適用してこなかったか、 または裁判上強制してこなかっ た可能性を指摘するのであ
る（1
5 ）。 換言すれば、 アメリカにおけるある州レ ベ ルの裁判所が競争禁止条




また、 右に述べ てきた論者以外は、 以上の議論につ いて問題意識が希薄なように思われる。 例えば、 競争禁止条項は、 経済理論によれば、
経済にとっ て一つの恩恵となるという主張にみられるように、 新たな起業や被用者 移動 伴う訴訟の実際について、 ほとんど何 根拠もなく、 競争禁 やトレ ード・ シークレ ッ トの諸ルール 賛意を表すような議論を行っ てき
た（1
6 ）。 しかしながら、 大多数の使用
者は実際上、












8 ）。 しかしながら、 「 法と経済学」 学派による右のような論説は、 トレ ード・ シークレ ッ ト
訴訟は、 典型とし 、 当該使用者企業に事前に知られ、 熱心に守られ、 そして開発コ ストを回避するために、 意図的に違法行為者により盗まれる秘密を含むことを想定する点において重大
な誤りを犯すものであると言える。 また、 その反対に、 以下において、 より詳細








raves） らによると、 使用者企業だけが正当な秘密を守るために訴えを起こし、 トレード・ シ
ークレット法は刑事的側面を有することを想起する右のような偏っ た見方は、 現行 法的枠組みを擁護する者らの間であまりにも共通しているとす
る（
1
9 ）。 しかし、 そうした一方的な見方は、 見直しが求められる。 この点、 競業禁止契約は、 転職する被用者
に困難な情況を引き起こす問題 ついて認識をする一方で、 競業禁止条項の適切な長さ（ そ
の適切な長さとは、 元の使用者企
業が知る当該 報が陳腐化する期日であること 明らかであろう。 ） を決めるために、 裁判所による問題解決のためのレフェ リーの任命を示唆する見解 あ
る（
2
0 ）。 しかし、 こうした問題の取り組み方は、 被用者の転職によっ て引き起こされる諸問題を緩和した
り、 あるいはすでにギルソン教授らにより提起された問題の取り組みに何ら役に立たないし、 競争か 元の使用者企業を保護することを何よりも重要視するように思われる。
 
 
問題であるのは、 以前の被用者による競争から使用者企業を保護することが、 州レ ベ ルでのトレ ード・ シークレ ッ トや被用者の移動の枠
組みについての第一次的目標であ べ きとす 考え方それ自体である。 この点 ついて、 ギルソン教授らは、 過度に広範な競争禁止やト
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以上、 ベ ンチャー資金に裏づけられたハ イテクのイノベ ーショ ン社会へ の成功に向けて強い影響を与える可能性があるトレ ード・ シークレ
ッ トや被用者の移動をめぐる諸ルール ついて議論をするために、 アメリカの学者の議論を概観してきた。 こ
うした議論は、 被用者の移










備行為、 次に、 トレード・ シークレット法に関して、 ４
 不可避的開示の法理、 ５













グレ ーヴズらによると、 被用者の移動に課される制限につ いて、 競業禁止特約ほど、 ベ ン チャー指向のイノベ ーショ ン 社会の成功を妨げる




言うまでもなく、 競業禁止特約は、 使用者企業のもとを去っ て後の一定期間、 被用者が、 競争関係に立つ 事業に携わることを禁止する
ことをその内容とする、 雇用契約のなかに盛り込まれる一つ の条項である。 す わち、 競業禁止特約は、 被用者が在職中 習得し 技術知識、 経験を最も活用可能 も を妨げる 雇用関係の終了後の競業を禁止するも である。 こうした競業禁止条項は、 雇用契約のなかにほとんど常にと言っ てよいほどに
、 定型的文言の形で盛り込まれる契約条項であっ て、 求職者らは、 そうした契約条項につ いて交渉する
余地は、 通常ほとんどないか、 ある はその諸条件 つ いて交渉することは難しい。 そし そうした特約に盛り込まれる最も一般的な期間としては、 十二ヵ 月間とされる。
 
こうした競業禁止特約について、 アメリカの裁判所は歴史的に、 特約 適用を特定の地域に するだけではなく、 複数年 わたっ て
制限を課するような特約の適用を一貫し 拒否してきたところである。 また、 同国 裁判所は、 被用者 退職後の発明の所有を一方的に元の使用者に帰属させ
るような、 露骨な試みを無効としてきたのである。 しかしながら、 こうした限られた制限は、 変化の激しい今
日の経済 もとでは、 重要である は言え 。 なわち、 ビジネス が国 内外を問わずに展開され 一年間にわたっ て 被用者が自己
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の技術などが最も活用され、 被用者に最も有利な補償が受けられる会社の業務に従事することを回避する義務を負わせものであるにすぎない。 つまり、 たとえ一年間の競業禁止特約であろうと、 最も生産的かつ革新性に富んだ立ち位置を見出そうとする技術系の被用者がいる一方で、 当該地域において最も有為な人材の獲得を
目指すベ ンチャー企業にとっ ては、 実質的な制限以外の何ものでもな
い。
 したがっ て、 アメリカの裁判所が、 競業禁止特約によっ て課される制限について再考するならば、 過去の歴史の重みにかかわらず、 こう




実際のところ、 競業禁止特約は、 かつての封建時代の産物であり、 労働者らにはほとんど権利が認められず、 およそイノベ ーショ ンが
経済の主役ではなかっ 時代に起源を持つことに いて 論争する余地は かろう。 すなわち、 競争禁止特約は、 地域のギルド（
guild） の




（apprentice） の移動を制限するために、 一七〇〇年代後半までにイギリス 法のもとで用いられた、 いわば普遍的な契約手段の一つにほか
ならな
い（2
5 ）。 換言すれば、 競業禁止条項はイギリス において、 力関係において強い立場に立つ使用者が裁判所といわば一体になっ て、 こう
し
た特約条項などを用いて競争を妨げ、 既存の事業者が新参者の市場参加者に対して不当に競争優位に立つことを担保するために用
いたものである。 もとより、 こうした労使の力関係の不均衡は、 その当時のイギリスの歴史においては、 とくに驚くようなものでもない。
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） によれば、 被用者が富の生産において果たす労働というものは、 使用者により所有される、 一
種の財産にほかならないという理由に基づいて、 競争禁止の制限を擁護した点が注目される。 使用者からその被用者を誘惑したという訴訟原因に対して、 ブラクス トンの指摘によれば、 次のようである。
 







のような歴史について述べ るのは、 今日のアメリカ経済とは大きくかけ離れた時代に、 競業禁止特約の起源があ
ることに焦点を当てることが大事であると思われるからである。 もとより、 使用者がその被用者をあたかも自己の所有物のようにみることについては、 承伏でき も はないが、 そ した契約が当時は正当とされて たことも、 ながち否定でき 。
 
しかしながら、 競業禁止契約が内包する問題性は明らかであっ て、 創意に富んだ被用者は、 階層的でス ピード感に乏しい会社組織にお
いて、 成果をあげることに困難を感じ であろうし、 新たな発明を追
求するために新たな会社を立ち上げたいと思うのはもっ ともなこと
である。 しかし、 使用者が、 雇用契約のなかに定型的な競業禁止特約 盛り込むことにより 企業が競争的と見なすいかなる活動からも、被用者は少なくとも一年間は、 排除され わけである。 その結果 して、 被用者は、 その能力や才能に見合わないか、 あるいは経験をしたこともないような仕事に就くことを余儀なくされ 。 とはいえ、 能力や才能が豊かな被用者 とっ ては、 とえ一年で れ、 その間待たされることは、 時間の浪費以外の何ものでもなく 競業 業を立ち上げる前に一年間、 何
しない で過ごす資力を持つ ような被用者は、




問題は、 元の使用者の事業規模や事業範囲により、 状況がより悪化することである。 すなわち、 広範囲に事業活動や研究開発を展開







被用者が、 マ イクロ ソフト社を退職し 、 新たに創意に富んだ操業を開始しようとするときに、 同人は、 おそらく同社のグロ ーバ ルな研究開発や創意に富んだ企業活動につ いて、 その全体像を知らないであろう 仮に中国やヨー ッ パ にいるマ イクロ ソフト社の らが、 ワシントン 州にいる以前の被用者が事業遂行を望むのと同じ地域において、 ブレ ーン・ ス トーミング会
議を持っ たり、 研究開発につ いて思
案するならば、 当該以前の被用者は、 同社と競業し いようにされるべ きであろうか。 また、 当該被用者が マ イクロ ソフト社とは競業しないと信じる事業に沿っ て事を始めるが、 同人 知るよしもない遠隔地の事業所において会社が同じアイディアに基づいて稼働していることを知っ ているにすぎないならば、 どうであろうか。 さらに、 世界的に最も強力な会社の一つ である はいえ、 その被用者らが当該会 以外においてイノベ ーショ を推進することを阻止するために競業禁止特約を用 ることにより、 かつてその会社が反トラ
ス ト法違反の理由
でアメリカ司法省により訴追されたような場合は、 どうであろうか。 また、 同国司法組織は、 ど ような理由で、 マ イクロ ソフト社がそのような行動を ることを許容すべ きであろ
か（2
8 ）。 しかしながら、 競業禁止特約は、 一定期間にわたり競争を明らかに妨げるものである
だけでは く、 将来の競争からも当該 を遠ざけ ために、 ある意味で経済的制裁 もたらすことを意図したような特約であ
る（2
9 ）。








より有利な立場に立つという法理は、 原理的にも正当化されるものかどうかである。 つ まり、 ある州において、 一つのアイディアを最初に実行に移すことが、 その最初の仕事で働く者らが新規かつ 別の企業で、 同じようなアイディアを実行に移すことを阻止すべ きものであるのかどうかについて、 説得力のある理由づけを見出すことは難しい。 この点、 競業禁止特約は、 トレード・ シークレットの不正目的使用（m
isappropriation） を妨げるという主張もあるが、 こうした主張は、 交通事故を
防ぐ方法は自動車を禁止することであると主張すること
に、 似ているよう 思われる。 すなわち、 少数の者が、 トレ ード・ シークレ ッ トを奪い取ることを妨げるため 、 競争相手になる可能性 あるすべ ての者に対して、 ある意味で制裁を課するようなことは、 過度に広範にすぎるものであっ て、 まっ たく合法的な競争でさえ阻止することを求める者らだけに役 立つ にすぎない 。
 





2 ）。 しかし、 大多数の州では、 一年間またはそれ未満であれば、 競業禁止
特約は許容される。 これらの州に対して、 元の使用者企業が以前の被用者を幅広く制限することを容認する州として、 例えば、 オハ イオ州が挙げられ
る（3
3 ）。 しかし、 同州のようなルールは、 ベ ンチャー指向のイノベ ーショ ン 社会の発展に対して大きな障害となるであろう。
 
一方、 カリフォルニ ア州の例にみられるように、 競業禁止特約を禁止することは、 以前の被用者により多くの自由を与えることに加えて、
明らかに経済的利益をもたらす可能性が高 とされる。 複数の会社が同じ問題に取り組むこと よっ て、 最も可能性が高い解決方法をもたらすであろう。 また、 一般の消費者は、 競争が増すこと より価格面で恩恵をこうむりや い。 また あ 一つ の分野にお
い て活動す
る会社が多ければ多いほど、 一つの会社が活動するより、 所期の目標を追求するに従っ て、 ますます多くのアイディアや発明を副産物として生み出す可能性がある。
 
思うに、 競業禁止契約は 今日とは異なり経済活動があまり活発ではなかっ た時代、 すなわち、 大土地所有者や工場主が全権を握り
230 
 
小さいが、 革新に意欲的な会社が、 経済の主役ではなかっ た時代の産物であることは、 明らかである。 競業禁止契約を廃止する方向へ 立法府が動くことは、 難しい かもしれないが、 必ずしも論外とは言い切れな
い（3
4 ）。 この点、 使用者との関係において交渉力を持つ 被用者は、 競業







次に、 引抜き禁止特約は、 右に述べ てきた
競業禁止特約と密接に関連しており、 似たような問題を抱えている。 すなわち、 引抜き禁止
特約は一般的に、 競争制限条項の特別類型として、 典型 には、 （ １）
 元の使用者の顧客らと一定期間、 通常は一年間、 接触すること、
（ ２）
 以前の同僚を一定期間、 通常は一年間、 雇い入れることまたは雇い入れを図ること、 あるいは以前の同僚に、 転職を勧誘することを
妨げるものである。
 
こうした引抜き禁止特約は、 トレ ード・ シークレ ッ トに関する制限より、 その範囲が広いと言える。 すなわち、 引抜き禁止特約は、 元の
使用者企業がトレ ード・ シークレ ッ トとし
て個々人の同一性を主張するかどうかに関わりなく、 以前の被用者が個々人と接触を図ること
自体を禁止するものであるからである。 換言すれば、 たとえある顧客が元の使用者のトレ ード・ シークレ ッ トに当たらないとしても、 以前の被用者は、 引抜き禁止特約により、 当該事業のために必ずしも秘密とはされてい い顧客と接触を持つ こ 自体が、 妨げられるのである。
 





業を起ち上げたことを知らないならば、 どうであろうか。 別の企業が最初に目的を遂げたという理由だけで、 会社が承諾を得ているにもかかわらず、 一緒に営業を行うことができな 場合、 何か妥当ではないように思われる。 一方、 競業禁止特約一般について言えば、 こうした契約は、 価格が低下すればするほど、 顧客に対してより良いサービス を提供し、 最も生産性があげられると思われる場合に、 会社が一緒に事業経営するのを可能にする競業を制限す ように思われる。
 
すでに、 しばしば述べ
てきたように、 カリフォルニ ア州は、 競業禁止契約の廃止に先鞭をつけた州である。 この点に関連して、 例えば、 二




また、 以前の同僚の引抜きを妨げる競争制限特約について言えば、 イノベ ーショ ンを制限するものであることは、 明らかである。 起業家
精神に基づいて新
たに起業される会社は、 どこかほかのところで一緒に働いてきた仲間らにより、 しばしば設立される。 会社の創業者が、
全力をつ くして働くこと できる、 以前の同僚と接触することができないとするならば、 元の使用者企業に利益 もたらすだけであろう。被用者らが退職の誘いに乗る多くの場合において、 元の使用者企業 業績などが下に傾き 組織も階層的で、 例えば、 被用者発明家に対してほとんど金銭的に報いることができないか、 あるいはそうした企業の経営で 、 被用者の処遇もよくないと 生産性に乏しく、 またはス ピード感の乏しい使用
者企業に代わっ て、 より良い賃金、 報酬を得る機会を求める元の同僚を仲間が引抜くことを妨げる
ような被用者引抜き禁止特約は、 既存の企業を有利な立場に立 せるほかに、 なんら合理的な理由は見出し難
い（3
6 ）。 思うに、 右のような











て、 取締役など会社に対して高度な忠実義務を負う者（ 受認者） らがその事業主と競争するために準備を行うことに関わる分野がある。 すなわち、 新規の事業は、 以前の仕事のうえで会社の取締役や役員であっ た者らによっ て設立されることが少なくない。もとより、 会社の取締役など高度の忠実義務を負う者らは、 普通の被用者より大きな義務を負うことは言うまでもな
い（3
7 ）。 が、
こうした高度の忠実義務を負う者らは、 その忠実義務に違反することなく、 実際に退職する前に、 来るべ きベ ンチャー起業のために、 どの程度まで計画に沿っ て準備を進めることができる か、 法律上問題となる。
 
この点、 競業の準備をめぐるアメリカの判例法は、 競業禁止契約に関する法とは異なり、 取締役などが、 退職前に新会社の計
















1 ）。 とはいえ、 後者の引抜きに関して言えば、 会社を退職する
予定の高度の忠実義務を負う者らは、 仕事仲間との話し合いのなかで計画を推し進めることも少なくないことから、 リスクを伴うところである。 しかしな ら 仲間 計画を進めることと、 潜在的顧客またはほか 同僚に引抜きをかけることと 違いに関わるような法は、 円滑に発展をみていない される。 少な
くとも裁判所の指摘によれば、 仲間と計画を進めることは、 許容され
るということであっ たが、 取締役なども許されるかどうかについては、 必ず も定かではな
い（4
2 ）。 また、 新会社の設立が予定される











こうして、 裁判所がイノベ ーショ ンの促進に向けて、 会社を退職する高度の忠実義務を負う者らに、 ある意味で共感を寄せて
きたのは、 競業 前準備の領域であるとされる。 かくして、 裁判所による好意的な判決
により、 会社を退職する予定の高度の



















） のもとで、 州レベ ルのトレード・ シークレット法は、 以
前の被用者による非公開情報の使用について、 少しはバランスのと たアプロ ーチがなされてい とされる。 とはいえ、 問題は、 トレード・ シークレット法は 際上、 法律の条文とは大き
くかけ離れて運用がなされていることである。 すなわち、 イノベ ーショ ン社会
にとっ て大きな脅威をもたらすのは、 法 いうより、 むしろトレード・ シークレット訴訟における実際の争われ方ある。 すなわち、 アメリカにおいては、 従来、 極めて多くの操業を開始したばかりの企業が元の使用者企業により標的とされ、 当該事件を取り扱う裁判所は、 理解不足によるも か あるい そ 干渉 より、 過度に広く絶えず変化するトレード・ シークレットの訴えに巻き込まれてきたと言われる。 そこで、 トレード・ シークレット法は実際 、 いかにイノベ ーショ ン
を阻害するものであるのかを
議論し、 革新に意欲的な被用者の移動 擁護す 立場から、 同法が実際に抱える次のような三つの問題点について検討した 。
 








sure） 」 の法理である。 すなわち、 企業のトレード・ シークレットが用いられるおそれがあるという理由に基づいて、 以前の被用
者が競争相手のところで働くことを止めさせるために、 元の使用者が差止命令による救済を求めるわけである。 しか
しながら、
こうした不可避的開示の法理に基づく差 命令は、 実際 は、 なにも不正目的使用を行わなかっ た以前の被用者に、 ある意味で制裁を課するようなものであっ て、 あたかも裁判所により創られた、 言わばあとづけの競業禁止特約にほかならない。 かくして、書面による競業禁止契約が結ばれていたかのように、 「 不可避的開示」 の法理に基づく裁判所の差止命令は、 新た 競争相手企業より、 最初に事業に着手した企業を有利な立場に立たせるように思われる。
 
不可避的開示をめぐる訴訟は、 いかに機能するかについては、 すでに述べ たが、 ほとんどすべ て
のそうした事例において、 元の使
用者は、 被用者が競争相手企業を設立するか、 あるいは競争相手の事業 従事したことを見つけ出して、 裁判上以前の被用者を不正な盗人として描き出してきたわけである。
 
第二に、 以前の被用者がおよそアクセスしたこともない 、 あるい 元の使用者が、 とりわけ特許権や著作権の分野おいて、 排




第三に、 以前の被用者が、 新たな使用者の事業に携わるため、 市または州の間を移動すること より、 裁判手続きにおいて蚊
帳の外に置かれるにすぎないような事例もあるとされる。 いずれにせよ、 裁判結果 は、 不確実性が伴うのみならず、 元の使用者企業により権利を侵害 る行為について証拠の提示がなされないままで、 トレード・ シークレットを不正目的で使用する者 して、 名誉が毀損されるおそれがあるのである。
 
右に述べ てきたことを踏まえて、 グレーヴズらは、 競業禁止契約に関わっ て、 過度に広範な制限を課するものとして、 裁判所は、
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「 不可避的開示」 の法理を直ちに否定すべ きであるとす
る（
4
5 ）。 仮に、 元の使用者企業が、 権利を侵害する行為について何の証拠も















8 ）。 しかしながら、 アメリカの裁判所は、 不可避的
開示による差止命令の申立てに対して、 必ずしも一貫した態度 取っ てきたわけではな
い（4







次に、 トレード・ シークレット法におけるより一般的問題として、 トレード・ シークレットに関する主張が、 過度に広範かつしばし




右に述べ たことに関して、 被告が保有あるいは使用している知識・ 情報が原告側のトレード・ シ クレットと同じものかどうかに
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ついて、 数多くのトレード・ シークレット訴訟においては、 原告側が安易にそのトレード・ シークレットについての主張を変更するところに、 その特徴がみられる。 その結果として、 被告側は、 攻撃目標が定まらない状態で延々と戦う羽目に陥ることになる。 すなわち、 被告側が当初の主張に対して
反証を挙げることができる場合に、 原告側が訴訟方針を変更し、 トレード・ シークレットにつ
いてまっ たく異なる別の主張を行うような場合である。 例えば、 原告側が、 顧客リストに基づく主張から技術上の主張へ 、 その主張を変更する場合のほかに、 ハ ードウェ アー・ ベ ースのトレード・ シークレットの主張からソフトウェ アー・ ベ ースのトレード・ シークレットへ の主張に、 その主張を変更するような場合である。 しかしながら、 右いずれの場合であれ、 被告側は、 原告側の当初の主張弱点を立証するために時間とお金を費やして、 再度やり直しを なければなら
ないのである。 また、 右いずれの場合であれ、 原
告側は、 往々にして強力な既存の会社であ 一方で、 被告側は、 小さなベ ンチャー企業であることが少なくない。
 
こうした問題が生じる背景として、 原告側のトレード・ シークレットに関する主張は、 以前の被用者を計略にかけるために、 し
ばしば原 により、 いかにも事後的に作りあげられるものであっ て、 原告側が会社の知的財産として事前に記録 残し、 被用者が退職する前に秘密として守るほどの価値も いも であるとい ことを、 裁判所が見抜くことが難 い ある。 こうして、著作権、 商標権、 特
許権とは異なり、 記録されたり、 積極的に登録などはされないが、 一応知的財産としての形をとるトレー
ド・ シークレットに関する主張は、 合法的な競争 制限 求め 者らにより、 あまりにも安易に操作され ちであると言われる。
 
そして、 裁判所が右のような に取り組むために、 次のような二つの対応が考えられる。 すなわち、 まず第一に、 裁判所は、










0 ）。 もとより、 トレード・





第二に、 仮にトレード・ シークレットに関する主張が強くないとしても、 封建的な色彩が残存する義務を被用者に負わせるよ
り、 むしろトレード・ シークレットが財産権としての知的財産権であることを認める一方で、 裁判所は、 トレード・ シークレットの主張に対して、 懐疑的な態度を取る方がよいとされる。 また、 トレード・ シークレット法は、 元の使用者から習得した知識・ 情報が用いられることを避けるために、 以前の被用者に一連の義務を負わせるものとして捉えられる。 しかし、 こうした見方とは対照的に、 財産ベ ースのアプロ ーチとして、 例えば、 当該知識・ 情報はすでに当該取引において知られており 被用者は自由に使用できることを立証し、 財産権であ 旨を論破することにより、 以前の被用者は、 当該主張を打ち負かすこともできる。
 
要するに、 元の使用者
企業は、 過度に広範なトレード・ シークレットの主張を行うだけではなく、 反競争的な訴訟戦術として、










イノベ ーショ ンを制限 おそれ あるトレード・ シークレット法は実際において、 次のような三つの訴訟手続上の問題を抱えて
いるとされる。 すなわち、 第一に、 裁判所や当該被告が、 問題は何なのか分かる うに、 トレード・ シークレット訴訟の原告
は、 ト














まず、 トレード・ シークレットに関する主張の同一性について、 当該被告が最大可能な防御を尽くすことを妨げるために、 原告













この点、 カリフォルニ ア州だけが、 開示手続を始める前に、 トレード・ シークレット訴訟の原告にその主張について同一であること






1 ）。 この点、 当該事件の早期の段階で同一性の確認を求める州裁判
所がある一方で、 多くの州裁判所は、 当該事件の進捗状況に応じて、 同一性の確認を求めるとされ
る（
5
2 ）。 しかし、 公有に属する














次に、 アメリカの統一トレード・ シークレット法のもとで、 コ モン・ ロ ーに関する主張が優先されるのかどうかについて、 トレード・











しかしながら、 一応マ ル秘とされてい もかかわらず、 トレード・ シークレットの水準に達していないような情報の範疇があり、 若干の裁判所は、 トレード・ シ クレット訴訟の原告により欺かれることもあっ たとされ
る（
5
5 ）。 こうした訴訟戦術は、 単なる言葉あそ
びにすぎず、 「 トレ ド・ シークレッ
ト」 という文言の代わりに、 例えば、 「 内密の」 とか、 「 財産的に価値がある」 というような類似
の文言を用いることにより、 制定法の適用を回避したり、 あるいは秘密ではないにもかかわらず 元の使用者企業は、 被用者が用いることを妨げるために情報をめぐっ て訴えを起こそうとする。 これに対して、 裁判所は、 理由を付した判決 より、 何のためにこうした現実性の乏 い戦術をとるのかを見きわめて、 統一トレード・ シークレット法上の専占条項のもとで、 そう た戦術を拒否すべ きとされ
る（
5
6 ）。 そして、 州レベ ルの裁判所は統一トレード・ シークレット法のなかで、 非公開の事業上の情報の誤用を主張する、
すべ ての不法行為訴訟上の請求 当該制定法 もとでのみ 廷で争われるべ きであるとされる。
 
さらに、 被告人が奪い取っ たという理由で訴えられている当該情報を同人が確かめることを許すかどうかについて、 トレード・






er） のもとで、 そうすることが典型的にみられる、 という問題がある。 こうして、 不法な行為
者として訴えられた者は、 故意に奪い取っ たという理由で訴えられている当該情報について 精査す ことは禁じられる。 しかながら、 これは、 例えば、 一般公衆の自由な利用が可能な情報源であること 指摘したり、 あ いは以前の使用者企業に従事す
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制限命令に挿入し、 仮に当該原告が拒否 るならば、 強制的にアクセスできるよう申し立てをなすべ きであるとされる。 これに対して、 トレード・ シークレット訴訟の原告側は、 当該被告が当該情報を取得するおそれがある旨を主張するこ により、 時として開示制限を擁護しようとすることがある。 しかし、 当該被告側は、 まさに同じ情報を奪取かつ使用したという理由で、 す に訴えられていることを考慮するならば、 そうした主張は、 あまり意味をなさないと思われ
。
 

















右に述べ てきた議論を踏まえてみると 過度に制限的な被用者移動の法的枠組みはアメリカにおいて、 ベ ンチャー資金に裏づ
けられたイノベ ーショ ン社会の発展を阻害するのではないか、 ということが懸念されてい 。 しかし、 何はともあれ すべ ての理論は厳密に検証されなければ らない。 そのため、 結論を導き出すうえでも、 競業禁止特約に限っ て言えば、 次のよう 、 検討を要
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実際上、 雇用契約のなかに、 そうした特約が盛り込まれているのか。 （ ２）
 競業禁止特約が合法とされることで、 技能などを持っ
た被用者らが禁止特 に服する州にお て、 被用者らは、 訴訟沙汰を回避するために転職する場合において、 どれぐらいの割合で、 職域の変更を余儀なくされるのであろうか。 また、 そうした職域の変更は、 被用者の持つ技能、 知識、 経験の活用に対してマイナスに働くであろうか。 （ ３）
 競業禁止特約が合法とされる州において、 元の使用者は、 どれほどの頻度で
、 競業禁止特約の法










とりわけ、 アメリカにおける競業禁止特約は、 今日とは隔世の感のあるイギリス中世の封建制に由来するものであっ て 被用
者らの移動の自由や被用者らのベ ンチャー企業 起ち上げと両立することは
、 容易ではない。 また、 同国におけるトレード・ シー











最後に、 わが国において、 競業禁止特約を直ち 廃止する方向へ 法改正を求めることは難しい。 が、 世界はグロ ーバル化し、 急速
に狭くなり、 経済社会の変化も激しい中 イノベ ーショ ン社会をさら 発展させるために、 結論として、 競業禁止特約の見直しの方向として、 イノベ ーショ ンを推進 うえで競業禁止特約を必要最小限度 縮減 方向で、 そのあり方を見直す必要がある。 すなわち、 競業禁止特約が有効であるかどうか ついてはケ ス・ バイ・ ケ スで判断が
なされるわけであるが、 契約の有効性の評価




いずれにせよ、 こうした考慮されるべ き諸要素から想い浮かんでくることは、 イノベ ーショ ンを通じて、 世の中の進歩向上のため




（ １） 一九九五年に公布・ 施行された科学技術基本法に基づき、 政府が二〇一一年に定めた二〇一五年度までの「 第四期科学技術基本計
画」 において、 わが国のイノベ ーショ ン政策推進が掲げられた。 わが国を始め主要国にとっ て、 成長戦略をいかに描き、 実現していくかが大きな課題であるが、 そ 肝心かなめのところは、 技術革新すなわちイノベ ーショ ンの中身である。
 
（ ２） 奈良地判・ 昭四五・ 一〇・ 二三下民集二一巻九・ 一〇・ 一三六九頁、 判時六二四号七八頁、 労経速七四五号四頁。 裁判所は本件にお
いて、 「 一定の範囲において競業を禁ずる特約を結ぶという形で被用者の移動に課される制限は、 いわゆる営業上の秘密として営業の自由とならんで共に保護され べ き法益として、 当該契約の競業の制限が合理的な範囲を超えていない限り、 当該契約は無効と言うことはできない」 とした。
 
（ ３） もとより、 トレード・ シークレットを正面から保護するアメリカと、 不正競争行為という不法行為の特別の行為態様を規制することに
より、 結果 してトレード
・ シークレットを保護するというわが国とでは、 それぞれトレード・ シークレットの保護の仕方には違いがある。




























































































































































































, The Legal Infrastructure of High Technology Industrial 
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, The Business Fallout from the Rapid Obsolescence and Planned Obsolescence 













































































































































. オーレンは、 イギリスにおける封建制下の労働の階層秩序と、 競業禁止特約などを通して、 産業がいまだ初期段





















































































































. グレーヴズらによると、 マ イクロ ソフト社を離職しようとするものの、 競業禁止特約の拘束を受
ける被用者らのいくつかのグループに助言をするに当たり、 マ イクロ ソフト社は非常に広範に事業展開を行っ ていることから、 被用者らは、 一定の技術分野において競争関係に立つのかどうか知ることさえない、 という問題を抱えていたとされる。
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ee） 氏は、 グーグル社の業務に携わっ たことにより、 訴訟沙汰になっ た。
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取引において競業を妨げ 、 過度に広範な、 二年間にわたる競業禁止や引抜き禁止特約が支持された。 また、 元の使用者の顧
客で








3. グレーヴズによると、 立法府は、 政党がどうであれ、 競業禁止条項の廃止に敏感に反応するであ
247 
 
























































































5）. 本件では、 特約は、 支持された。
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. 本件では、 計画的に、 保険代理店、 不動産業者、 弁護士らと会合を持つなど、 退職前に競業の準備を行っ た被用者に有利な




















































































































78）. 本件では、 州のビジネス委員会との相談、 設備購入の銀行ロ ーン

































































































































































































































































































































003）. 本件では、 当該被用者は、 その計画を開示す
































































































2）. 本件は、 勤務時間外に、 原告の製品改良の詳細な仕様書を






























































































































































































































001）. フィスクによれば、 「 不可避的開示」 の法理は、 一九世紀後半に























































































































































































































































































































































02）. 本件原告によると、 当該ソフトウェ アの製法につい


















































































































































































）. とりわけ、 ウイスコ ンシン州の最高裁判所は、 強固な反対意見をめぐっ て、 近年の判決において、 少
251 
 
































































































































































00）. 本件では、 被告によっ て取得された秘密情報は、 トレード・ シークレットのレベ ルに達していないことを理由として、
原告により、 専占は適切さを
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家精神を持った革新に意欲的な被用者の転職あるいは起業を促すように思われる。もとより、こうした見方には、反論あるいは議論を伴うところであろう。しかし、競業禁止特約はわが国において、知的財産法の一つとして、 「営業秘密」を保護する不正競争防止法による規制の代替的、補助的手段にすぎず、その有効性が不確実な契約手法であり 使用者が被用者との間で競業禁止特約を締結し、こう た特約に過度に依存することは、創造的な被用者が迅速かつ容易に同業他社へ転職あるいは同 他社を起業する際に妨げとなるものである。
 
第二に、わが国における雇用関係の終了後の競業禁止特約について、裁判所は、今日とは大きくかけ離れた時代にお
いて作られた競業禁止と うルールが革新 意欲的な被用者の知的な創造活動を保護し、わが国経済に恩恵をもたらすことに真に資するものかどうか、逆に、元の使用者の特定 利益に資するほか
、何の理由もなく、以前の被用者によ
る競争を制限するためだけに働いていないかどうか ついて 批判的 検証すべきである。
 
換言すれば、競業禁止特約は、今日とは大きく異なる時代 産物であって、こうした特約 存在と、革新に意欲的な




































法を含む知的財産法の規制の対象領域でもあるが、必ずしも、そ ようには理解されていないように思われる。すなわち、 「営業秘密」を保護するための不正競争防止法上の厳格な要件が、競業禁止特約に関して満たされているかどうか疑問な裁判例もみられる。この点につ て、裁判所は、しばしば「営業秘密」にみるような知的財産権を根拠に競業禁止特約の有効性を判断するわけであるが、果 して、 「営業秘密」 言えるような性質のもの 、この点についてより検討を深めることが必要であると思われてならない。
 
ところで、被用者の退職後の競業避止義務を定める競業禁止特約の有効性に関しては、 「営業秘密」を保護するための
























その文言どおりの効力が認められるものではなく、競業禁止によって守られる利益の性質や特約を締結した従業員の地位、代償措置の有無等を考慮し、禁止行為 範囲や禁止期間が適切に限定されているかを考慮したうえで、競業避止義務が決せられるべきとしながらも、当該判断に際しては、 「競業禁止 よ 守られ 利益が、営業秘密 あること あるならば、営業秘密はそれ自体保護に値するから、その他の要素に関しては比較的緩やかに解し得る」とする がある
(5)。本判決では、元従業員の会社業務に関する技術は不正競争防止法にいう「営業秘密」には当たらないがそれに準























は知り得た企業の「営業秘密」や多種多様な情報を、退職後に使用・開示して企業と競業することにより、企業の利益を損なわない めに、使用者が被用者と締 するものである。しかしながら、 うした企業の「営業秘密」等を守ることを目的とする競業禁止特約の効力が無限定に ならば 被用者の退職後 新たな転職、起業の選択を不当に制約して、被用者の公正な競争を害することにもなりかねないこ から 競 禁止特約が有効か否 を判断するに当たっては慎重に吟味することが求められる
(8)。
 
こうして、不正競争防止法は、 「営業秘密」を保有する事業者（以下、 「保有者」という。 ）からそ 「営業秘密」を開


































た被用者の重要性が高まる一方で、実用的な知識・情報はそれを用いることによって、いわゆる「消耗」が進む恐れがあることから、 それを見越して被用者の移動は増える可能性もある。 こうして、 イノベーション競争の激しい時代の中、高度な技能や専門性の高い知識・情報を持った優秀な被用者を失わないために、使用者は、雇用関係の終了が任意であるか否かを問わず、被用者が同業他社へ転職したり、同業他社を起ち上げ ことを阻止するために、しばしば競業禁止特約をより所としてきた である。
 
しかしながら、すでに述べたように、競業禁止特約の解釈には予測可能性の欠如の問題を伴い、競業禁止特約の有効



















トに依存する度合いを高める経済へ移行するに従って、 の急速 変化 よる技術的 の陳腐化 問題がま
261 
 

























CHARLES TAIT GRAVES, ARTICLE: Analyzing the Non-Competition Covenant as a Category of Intellectual Property Regulation, 
































































たって、 「競業規制の期間も、技術の陳腐化・革新が急速であり、経済活動 動 も早いこと 考慮すれば、最小必要限度に止め
264 
 
るべきである」とされる。この点について、裁判例は、企業の技術的秘密を保護するための競業避止特約の有効性が問題になった事例ばかりではないが、 「本件契約は制限期間は二年間という比較 短期間であり、 」 、 「本件契約はいまだ無効と言うことはできない。 」とするもの（前掲フオセコ・ジヤパン・リミテイド事件判決・一三八〇頁） 入社時における、退
職後の三年間は競業
しない旨の特約につき、その効力判断は慎重でなければならないとしつつ、その特約の効力は肯定されるべきであるとされたもの（前掲新大阪貿易事件・大阪地判平三・一〇・一五労判五九六号二一頁） 従業員に対し退職後三年以内に限って競業避止義務を課しているとしつつ、就業規則上の就業避止義務に違反し損害賠償義務を免れないとするもの（東京学習協力会事件・東京地判平二・四・一七労判五八一号七〇頁、七二頁） 、 「時間的に三年間、退職後の同業種への就職を禁止する競業避止契約は、再就職の際の職業選択の自由に対する著し
い制約などを考慮すれば、契約の解釈について、契約締結の目的、必要性からみて、合理
的な範囲に制限されると解される」とするも （西部商事事件 福岡地裁小倉支部判平六・四 九労判一三六〇号四八頁） 、 「業避止義務の期間（一年間）は比較的長く、退職金 額は競業避止義務を課すことに比して十分 額であ か疑問がないとはいえないことにかんがみると、就業規則における競業避止義務規定に合理性があるとは解されず、退職後の競業避止義務違反を理由に退職金請求権が発生しないとは認められない」とされたもの（モリクロ事件・大阪地判平
三・三・四労判一〇三〇号四六





See, Ann C. Hodges and Porcher L. Taylor III , ARTICLE: The Business Fallout from the Rapid Obsolescence 
and Plannned 































































































































































































































































































































































































(California Business and Professions Code)（二〇〇三年）の第一六六〇















































































で、雇用契約のなかの競業禁止条項の履行が可能かどうかという法的問題をめぐる控訴審の判断は、本件地方裁判所陪審が原告側に同情的であることは理解 きる 、結果が異なる可能性が否定できなかったのであ 。
 
 
結局のところ、本件控訴審は 地方裁判所の判決 対し 、原判決を一部は認容し、一部は破棄、差し戻を行った。




















ツ・マネジメント・ビジネスの世界においても、一般企業の経営手法と同様に、企業の合併・統合というような先進的経営が展開されてきた結果として、プロスポーツ選手の代理人選任の自由が脅かされるという弊害を生んできた。代理人事務所 スポーツ代理人との間の雇用契約のなかに競業禁止条項を盛り込む いう手法が られたからであるが、それは、巨大代理人業者が新たに形成されたことによる副産物に他ならない。アメリカのスポーツ・マネジメント・ビジネス界における企業の合併・統合と、この業界の再編成は、今後も
頻繁に起こりうるかどうかは定かではないが、企業
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